
■当資料は、大和証券投資信託委託株式会社により作成されたものであり、投資判断の参考となる情報提供を目的としており勧誘を目的とし
たものではありません。■当資料は、各種の信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性が保証されているも
のではありません。■当資料の中で記載されている内容、数値、図表、意見等は当資料作成時点のものであり、将来の成果を示唆・保証する
ものではなく、また今後予告なく変更されることがあります。■投資信託は、値動きのある証券（外貨建資産には為替リスクもあります）に投資し
ますので、基準価額は大きく変動します。また、新興国には先進国とは異なる新興国市場のリスクなどがあります。したがって投資元本が保証
されているものではありません。■特定ファンドの取得をご希望の場合には「投資信託説明書（交付目論見書）」を販売会社よりお渡しいたしま
すので、必ず内容をご確認いただき、投資に関する最終決定はお客さまご自身の判断でなさるようお願い申し上げます。販売会社についての
お問い合わせ⇒大和投資信託 フリーダイヤル 0120-106212（営業日の9:00～17:00） HP   http://www.daiwa-am.co.jp/ 1/1

大和証券投資信託委託株式会社

2010年6月17日

インドネシアの金融・為替政策について

6月16日、中央銀行であるインドネシア銀行は、新たな金融市場発展策および通貨管理の強化策を発

表しました。主な内容として、インドネシア銀行が発行するSBI（短期証券）について、国内投資家と海外

投資家に最低１カ月間の保有継続を義務付けること、満期が9カ月と12カ月の債券を新たに発行するこ

と（現在SBIの満期は最長で6カ月）などが盛り込まれています。

インドネシア銀行の新たな措置に対して、市場参加者は冷静な反応を示しています。16日のインドネシ

ア・ルピアの対米ドル相場は、9,140～9,170ルピア／米ドルの小幅な動きとなりました。株式市場では、

主要株価指数であるジャカルタ総合指数は前日比1％程度の上昇となり、また、国債市場も短中期債を

中心に堅調な展開となるなど、今回の措置の導入による影響はみられませんでした。市場では、SBIへ

の保有期間の設定やSBIの満期長期化などの一連の措置は、海外からのSBIおよび通貨ルピアへの投

機的な動きに抑制効果があり、債券および為替市場の安定化につながるとみられています。また、イン

ターバンク市場の活性化も期待できると考えています。

2009年10月に2期目のユドヨノ政権が発足し、良好な政治環境を背景に、インドネシアは海外からの注

目を集めています。リーマンショック後多くの国で景気が後退する中、インドネシアの2009年の実質GDP

（国内総生産）成長率は前年比4.55％と堅実な経済成長となりました。さらに2010年第1四半期のGDP成

長率は、旺盛な個人消費を背景に前年比5.70％となっているほか、2010年4月に発表されたIMF（国際

通貨基金）の「世界経済見通し2010年4月」では、インドネシアの実質GDP成長率見通しは、2010年に

6.0％、2011年には6.2％とされており、今後も高い経済成長が期待されています。

今回の金融市場発展策および通貨管理の強化策は、海外からの資金流入を阻止する政策ではなく、

短期的な相場の乱高下を防止することや金融政策の実効性の強化、国内金融市場発展を目的としたも

のと考えられます。また、保有継続義務が設けられたのは、中央銀行が発行するSBIのみであり、政府が

発行する国債や株式は対象となっていないことから、国債市場や株式市場への影響は軽微なものと考

えられます。為替相場については、投機的な動きが抑制されることでボラティリティの低下が期待されま

す。インドネシア・ルピアは、今後もインドネシア経済のファンダメンタルズを反映した堅調な動きを続ける

ものと想定しています。
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